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【特集】「ワーク・ライフ・バランス」論と家族政策の現状

福祉国家と家族政策の「主流」化
―「ワーク・ライフ・バランス」の論理とジェンダー平等

原　伸子
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１　｢経済的シチズンシップ｣と｢福祉の契約主義化｣

２　｢経済的シチズンシップ｣とジェンダー平等

３　｢時間政策｣の視点－ドイツにおける家族政策の事例

おわりに―「ワーク・ライフ・バランス」の論理とは何か

はじめに

90年代以降，福祉国家において家族政策は｢傍流｣から｢主流｣になったと言われている。それはテ

イラー・グービーの言葉を借りれば，ポスト工業化社会における「新しい社会的リスク｣（Taylor-

Gooby 2004）によるものである。テイラー・グービーは福祉国家が直面している問題，すなわち

女性にとって賃労働と家庭生活の両立が困難になること，人口の高齢化が既存の社会保障の機能不

全と「社会的ケア」の不足を招くこと，教育状況と労働市場における地位と結びついた社会的排除

が生じること，福祉サーヴィスの民営化によって社会的弱者が育児や介護の困難に見舞われること

など（ibid.: 2－5）を背景として，あらたに社会福祉，有償労働，無償労働の三つの部門による福

祉の混合経済を提唱する（Taylor-Gooby 2004）。ジーン・ガーディナーもまた，1997年，18年ぶり

に政権に復帰した労働党政権が提起した「雇用と家族と税制および給付金」を統合した政策パッケ

ージを，1940年代のベヴァリッジ時代（1）以来の政府活動の「新しい統合的アプローチ｣（Gardiner

2000: 671）であり，その｢総合的（comprehensive）｣スタンスを評価している（2）。なぜなら，ベヴ

ァリッジ以降，1990年代までの雇用維持政策は，もっぱら，失業率のターゲット・レート達成政策

としての｢完全雇用政策｣にとってかわられたからである。｢完全雇用｣というマクロ的概念には｢経

済活動と非活動の境目は曖昧であるし｣（ibid.: 671），また労働市場の急激なジェンダー構造の変

化などは反映されにくいのである。

以上に見られるような，｢労働市場，家族そして福祉を統合した｣｢総合的｣政策は，90年代，ほと

んどの福祉国家で提唱されている｢ワーク・ライフ・バランス｣政策に対応するであろう。だが実際

には，各国の｢ワーク・ライフ・バランス｣政策は同じ言葉ではあっても，その概念枠組みは多様で

ある（Lewis and Campbell 2007）。ジェーン・ルイスとメアリー・キャンベルは，労働党ブレア政
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権の｢ワーク・ファミリー・バランス｣政策が｢ワーク・ライフ・バランス｣政策に言い換えられる過

程で，｢家族｣における無償労働の社会的意味を評価するという観点がしだいに希薄になってきたこ

と，また，この政策がもっぱら｢労働市場のフレキシビリティー｣に向けられるようになったとして，

次のように述べている。

｢労働党には育児休暇の概念化（conceptualization）が見られない。1999年以降，この概念は

直接には女性を対象としながら，『公正なフレキシビリティー（fair flexibility）』の一部という

概念化がおこなわれてきた。一方，スカンジナビアではむしろ，何らかの理由によって男性と

女性の双方が職場を離れる権利として，またフランスでは，女性を対象としてはいるが，国家

による家族政策の一部という概念化がおこなわれている。｣（Lewis and Campbell 2007: 13）

本稿の課題は，以上に見られるような福祉国家の変容過程で｢主流｣になった家族政策，とくに

｢ワーク・ライフ・バランス｣政策の論理とジェンダー平等との関連を考察することである。そのさ

い，筆者の問題意識は，以下のとおりである。

第一は，｢ワーク・ライフ・バランス｣政策における家族と労働市場・雇用との関係である。労働

力の供給主体としての家族は市場とどのようにかかわっていくのか（3），また家族におけるジェンダ

ー関係はどのように変容していくのか，ということである。ここでは家族が相対的自律性をもって

市場にかかわるということ，また家族における無償のケア労働の社会的意味が「ワーク・ライフ・

バランス」政策のなかでどのように「概念化」されるのかが重要になってくる。第二は，｢ワー

ク・ライフ・バランス」政策と「時間政策（time politics）」との関連である。伝統的経済学に見ら

2 大原社会問題研究所雑誌　No.594／2008.5

a ジェンダー福祉国家論の立場からは，ベヴァリッジ（Beveridge 1942, 1944）に対して，もっぱらその前提

をなす｢標準的（normal）｣労働力，｢標準的｣家計概念には男女の役割分担というジェンダー関係が暗黙のう

ちに前提されていることに対する批判と，そのことによって戦後福祉国家のジェンダー的性格が刻印された

ことを批判する見解が多い（例えば代表的なものとして，大沢1999など）。確かにベヴァリッジは当時の女性

の低い労働力率のもとで，一方における持続的なフルタイム労働者と，他方における女性の家事労働力の存

在という，｢男性稼ぎ主モデル（male breadwinner model）｣を前提している。このモデルが戦後福祉国家体

制のもつジェンダー的不平等的性格の一端を規定したことも事実である。だが筆者は，ベヴァリッジによる

｢労働市場，家族そして福祉を統合した｣｢総合的｣政策の意義については，ジェンダー視点からも正当な評価

がなされるべきではないかと考える。またイギリスにおける家族政策の｢生みの親｣であるエレノア・ラスボ

ーンは，イギリスにおいてはじめて，無償労働の正当な社会的評価を提唱し，それを政策論議の俎上に載せ

るとともに，ベヴァリッジの政策構想に大きな影響を与えていると考えられる。

s Gardiner（2000）は，ベヴァリッジの「総合的」政策やイギリス労働党の政策スタンスを評価するととも

に，他方で，現実の政策が雇用中心となっており，新たな経済格差を生み出しているとしている。

d 市場と家族の関係を方法論的にとりあげたものとして，Humphries and Rubery（1984），原（2007）を参

照されたい。筆者は，HumphriesとRuberyによる家族の相対的自律性という考え方に大きな影響を受けてい

る。｢ワーク・ライフ・バランス｣政策の論理を検討するさいに，彼女たちの理論が政策的にも重要になって

くると思われる。
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れるような「有償労働」とレジャーという「時間の二分法」をこえて，「有償労働」，「ケア労働」，

レジャーという「時間の三分法」への展望を含むのではないかということである（4）。「時間政策」

は「社会的生産と再生産を視野に入れる｣（Mückenberger 2006: 217）必要があり，それは本来「た

んなる市場論議や規制緩和論議には似つかわしくない」（ebd.）のである。第三は，ケアを中心と

した福祉国家の動態化の視点である。「3」でとりあげているドイツの事例に見られるように，ケア

が社会的にどのように位置づけられるのか（これは家族政策として現れる）によって，福祉国家が

動態化していくという視点である。｢社会的ケア｣（Daly and Lewis 1998: 8）概念にもとづく｢ケア

供給レジーム｣の視点でもある。制度化された家族主義の保守主義レジームといわれるドイツにお

いて，2007年１月に導入された「親手当（Eltern geld）」は，12ヶ月の有償の育児休暇と，2ヶ月の

「パパ・クォーター」を含んでいる。まだ明確な発展方向を確定することは困難であるが，ドイツ

はスウェーデンモデルへの「パラダイム転換」を模索している。

それでは以下，考察を行うのであるが，本稿では，まず福祉国家の「縮減（retrenchment）」過

程で問題となってきた「経済的シチズンシップ」概念を手がかりに「ワーク・ライフ・バランス」

の論理について考えることにする。「1」ではスチュアート・ホワイトのCivic Minimum, 2003 にお

ける「経済的シチズンシップ概念」を検討する。「2」ではSocial Politics誌上の座談会「経済的シ

チズンシップとジェンダー」の問題提起者，アリス・ケスラー-ハリスの “In Pursuit of Economic

Citizenship” の議論を検討し，「3」で，新たな福祉国家の形を模索しつつあるドイツの事例を見る

ことにしよう。

１　「経済的シチズンシップ」と「福祉の契約主義化」

｢経済的シチズンシップ｣概念は，T.H.マーシャルのシチズンシップ概念を｢補足｣する概念，ある

いは｢追加｣的概念として提起されている。また，その内容は｢市民的シチズンシップ｣と｢社会的シ

チズンシップ｣に含まれる経済的内容を指すと考えられる。けれども，1980年代以降，とりわけ90

年代以降，福祉国家の｢縮減｣（retrenchment）｣（Lewis: 2003）と経済のグローバル化を背景にし

て，この概念は重要な意味を込めて提起されるようになった。ここではまず，｢経済的シチズンシ

ップ｣がどのようなコンテクストで提起されてきたのかを，ホワイト（2003）を手がかりに考察す

ることからはじめよう。ホワイトは，ジェンダー視点とは切り離された視点で，｢経済的シチズン

シップ｣を一般的に展開していると考えられる。その基本的立場は，市場主義化と個人主義化は｢福

祉の契約主義化（Welfare contractualism）｣（White 2003: 15）をもたらしており，そこでは，｢市

民としての最低限保障（civic minimum）｣が必要である。それは｢市場経済に受容可能であるのに

必要な（完全にではないけれど），経済的シチズンシップの具体的な権利と義務であり，それらは

特殊な制度と政策に体現されている｣（ibid.: 2）というものである。

3

福祉国家と家族政策の「主流」化（原　伸子）

f 時間政策については竹中（2001）を，主流派経済学批判については久場（2002）を参照されたい。
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a Paine’s Question

まず以下の二つの引用からはじめよう。両者は，ホワイト（2003）が，著書，Civic Minimum

の冒頭に｢トーマス・ペインの問題提起（Paine’s Questions）｣として掲げた文章からの引用である。

最初の文章は，フランス革命後の混乱の時期について，トーマス・ペインによって書かれたもので

あり，次は，アメリカにおける富の分配に関する最近の研究からである。両者は，時代をへて，今

なぜ，｢経済的シチズンシップ｣概念が必要なのかについて，的確に言い表している。

・｢文明化の今日の事態は，不条理なほど憎悪にみちている・・・富裕と惨めさはわれわれ

の眼前に常に存在し，不快であり，生者と死人がともに鎖で繋がれているようだ。｣（5）

・｢ニューヨークをみてみよう・・・この街の郵便番号のどの地区をとっても，アメリカ合

衆国の他の場所よりも，そしておそらく世界中のどの場所よりも高い平均収入である。だ

がニューヨークはアメリカの他のどの州都と比較しても，福祉受給者が最も多い場所であ

る。世界で最も豊かな人たちと，世界で最も貧しい人たちが小さな街区の内側に，一緒に

暮らしている。｣（6）

ペインはフランス革命による民主主義の始まりの時期であり混乱の時期である，1795年から96年

の冬に，この文章を書いたといわれている。ホワイトが言うように，｢ペインの問題提起｣とは，

｢自由，平等，友愛の名の下に，『男性（そして女性）の権利』は，経済のコンテクストにおいて付

け加えられるのか？｣（White 2003:１）ということである。そして衝撃的なのは，現代のアメリカ

の富の分配についての引用に見てとれるように，現代においても｢ペインの問題提起｣がそのまま生

きていることである。

T. H.マーシャルは，｢シチズンシップと社会階級｣（7）のなかで社会的シチズンシップ概念を三つ

に分類している。｢市民的諸権利（civil rights）｣，｢政治的諸権利（political rights）｣，｢社会的諸

権利（social rights）｣である。｢市民的諸権利｣とは，｢個人的自由にとって必要な権利－人身の自

由, 言論，思想，信仰の自由，財産を処分し有効な契約を結ぶ権利，そして正義の権利｣（Marshall

1977〔1963〕: 78）から構成されている。また，経済的領域における｢基本的市民権｣は｢労働する権

利｣であり，それは｢自らの選択した職業につく権利｣（ibid.: 82）である。｢政治的諸権利｣は｢公職

に就いたり，選挙したりすることによって政治権力の行使に参加する権利｣（ibid.: 78）である。

｢社会的諸権利｣は｢最低限の経済福祉と経済保障を受ける権利から社会的遺産を十分に享受する権

利や社会一般の基準に応じて文化的な生活を送る権利にまで及ぶ｣（ibid.: 78-9）。これら三つの諸

権利は，歴史的に生起した概念であり，20世紀に成立した｢社会的諸権利｣はそれ以前の，｢市民的

諸権利」（18世紀に成立）と「政治的諸権利」（19世紀に成立）を補足するものである。また医療，

4 大原社会問題研究所雑誌　No.594／2008.5

g Thomas Paine, ‘Agrarian Justice’ (1797), in Michael Foot and Issac D. Kramnick (eds.), The Thomas Paine

Reader (Harmondsworth: Penguin, 1987), 471-89. 本稿では，White( 2003: 1)からの引用である。

h Lisa A. Keiser, Wealth in America: Trends in Inequality(Cambridge: Cambridge University Press, 2000),

109. 本稿では，White(2003: 1)からの引用である。

j このエッセイは，1949年2月にケンブリッジ大学でおこなわれたアルフレッド・マーシャルの記念講義をベ

ースにしている。
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教育，住居，所得保障などの「社会的諸権利」は，市場で再生産される階級不平等を「軽減」し平

均化していくとされる。マーシャルによれば，この「社会的諸権利」が登場することによって，近

代的シチズンシップは完成されることになる（8）。

見られるように，本来，「経済的シチズンシップ」概念は，「市民的シチズンシップ」と「社会的

シチズンシップ」の経済的領域に含まれており，労働者・市民の同権化をもたらすことになるであ

ろう。けれども，前述のように1980年代以降の福祉国家の「縮減（retrenchment）」のもとで，「経

済的シチズンシップ」概念が，独自な意味を込めてとりあげられるようになる。その背景には，先

鋭化した「所得の不平等」，「貧困率の上昇」，「失業率や無業者（9）の増大」，それらの結果としての

コミュニティにおける「生活の質の低下や希望の喪失」が存在することは明らかである（ibid.: 5）。

経済的生活条件の悪化によって「下層階級」という言葉が復活し，「社会的排除」が言われるよう

になったのも，そのためである。ここに「経済的シチズンシップ」の論理が問題となる。

これらの諸現象はマーシャルの「社会的シチズンシップ」概念への挑戦であるとも言えよう。な

ぜならマーシャルによれば，資本主義社会においては，社会的シチズンシップと社会階級は「対立

する原理」であり，両者の関係は，平等の原理と不平等の原理の「闘争の形態」（Marshall 1962: 92）

をとる。しかしこの過程をとおして「福祉国家の哲学」は，「高度に不平等な社会の文脈のなかで，

社会的秩序を維持する手段」（White 2003: 15）となるからである。

s 「福祉の契約主義化」

1980年代以降，福祉国家のコンセプトは，｢福祉の契約主義化｣（Hobson et al. 2002: 117, Lewis

2003: 178, White 2003: 15）であると言われている。例えば，1998年のイギリス，New Labourの

『緑書』（Green paper, 1998）には，「現代福祉国家の核心には，責任と権利にもとづく，市民と政

府の間の新しい契約が存在することになるだろう｣（New Ambitions for our Country: A New

Contract for Welfare 1998: 80，White 2003: 12）と述べられている（10）。この契約にしたがえば，国

家は契約にもとづいて福祉の給付をおこなうが，それは，責任ある行動という「準契約的な見返り

（quasi-contractual return）」を要求することになる。具体的には，「失業給付資格は，積極的な求職

活動のような労働関連活動に強く条件づけられる。・・・両親への福祉給付は子どもの非行を防ぐ

5

福祉国家と家族政策の「主流」化（原　伸子）

k マーシャル説については，岡本（1992，2007の第7章）を参照されたい。

l 「無業者（non-employment）」は「失業者（un-employment）」と区別される。前者は職業についていない

だけでなく，労働力人口にも入っていない。それに対して，後者は，職業にはついていないが，労働力人口

には入っている（White 2003: 224）。

¡0 それに対して，1970年代の労働党政府による「社会契約（social contract）」は意味が異なっている。そこ

では労働党政府と労働組合が「社会契約の手段」によって危機を乗り切るという意図がこめられていた。

1990年代以降のEUの福祉国家の指針は，「契約主義化」といわれている。だがその内実は，国によって異な

っている。例えば，ドイツでは，1998年に成立した社会民主党と緑の党によって，「労働の盟約」が結ばれた

が，それは政府と企業と組合を「社会的パートナー」とよんでいることからもわかるように，雇用問題を話

し合いで解決しようという，いわば，1970年代のイギリスの「社会契約」のかたちにより近い（Gerhard et

al. 2002: 113）。
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ことを条件としたり，福祉受給者には薬物治療を条件としたり，若いシングル・マザーには援助の

条件として，監督者つき住居への入居が条件とされる｣（White 2003: 13）。もちろん，このような

「契約主義化」は各国において，多様なかたちをとることに注目すべきであろう。例えばEUの文脈

では，Work/Welfareは，アメリカにおいて見られるような「労働（あるいは職業訓練）に応じた福

祉給付ではなくて，労働に支払いをおこなうための手段や家族政策を含むものとなっている」

（Lewis 2003: 179）。このような各国における多様な現れ方は，｢ワーク・ライフ・バランス｣の論理

や，そこでのジェンダー平等政策のあり方にも違いを生み出すことになる。ここでは，90年代以降

顕著になった「福祉の契約主義化」について，ジェンダー視点から，あらかじめ二つのことを指摘

しておきたい。第一は，この「契約主義化」が，もっぱら「有償労働を要求する契約主義的政策」

あるいは「政策思考」となっていることである。いわゆる「労働中心（work-related）」の「ワー

ク・フェア（welfare-to-work）」とよばれる政策である。それは，ホワイトが言うように「社会に

おいて，典型的には無償でおこなわれているケア労働のような形の社会的貢献に対しては・・・不

当な」（ibid.: 15）取り扱いとなる可能性がある。ここからホワイトは労働から切り離された「経

済的シチズンシップ」概念を提起することになる。

第二は，このような政策が，家族と労働市場の変化を背景として，市場主義化・個人主義化の名

のもとで，政府主導による，いわゆる「成人稼ぎ手モデル（adult worker model）」（Lewis and

Giullari 2005）の推進と同時に進められたということである。この契約概念が，古典的な「社会契

約」とは理論的に異なり，実際には，「政府と，カテゴリーとしての市民の間の集合的合意

（collective agreements）ではなく，政府と個人的市民の間，あるいは国家の保護下にある市民同士

の契約」（Gerhard, et al., 2002: 115）となっていることを考えるならば，当然，そこでは男性と女

性とは同一の自律的個人として取り扱われることになる。家族における「（家族メンバーをケアす

るという）私的義務はもはや，シチズンシップにとっての障害とはみなされない。平等な権利は男

性に対しても女性に対しても，雇用への参加をとおして達成されることになる」（ibid.: 114）。し

かし，政府主導による「個人主義化」と社会的現実との間には，ギャップがある。ルイスはヨーロ

ッパの例をあげながら，４分の１から３分の１の女性が，オランダとイギリスでは，短時間パート

労働をおこない，ドイツでは週20時間以下の労働を行っているという現実を指摘しながら，そのよ

うな社会的現実のもとでは，｢成人稼ぎ手モデル」は，「70年代のスウェーデンを特徴づけるような

ケアの脱家族化（to defamilialize care）」（Lewis 2003: 178-9）はもたらさないであろうと述べてい

る。さらに，年金などの社会保障や，有給の育児休暇などの家族政策が伴わなければ，女性の「脱

商品化」（Esping-Andersen 1990, 1999）もおこりえないことになる。

それでは次に，このような「経済的シチズンシップ」の問題がどのようにジェンダー平等と関わ

るのかについて見ることにしよう。

２　「経済的シチズンシップ」とジェンダー平等

2002年，ハーグで開催されたEuropean Social Science History Conference では，「経済的シチズ

ンシップ」に関する座談会が開催された。その後，そこに集まったジェンダー研究者によって「経
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済的シチズンシップをジェンダー化する」という観点で Social Politics 誌上で議論を行うことにな

った（Hobson 2003: 155）。Social Politics，Vol. 10, No. ２，2003には，座談会に提出された論文と

それに対するコメントが収録されている。ここではアリス・ケスラー-ハリスの問題提起論文を検

討することによって，「経済的シチズンシップ」概念とジェンダー平等との関係を見ることにしよ

う。以下に見るように，ここでの議論は，福祉国家の基本理念であるシチズンシップは，女性にた

いしてどのような形で実現するのかという従来の議論（11）の流れに属するものではあるが，さらに，

それに加えて，福祉国家の縮減過程とジェンダー平等との関連を問うという動態的視点を含むもの

となっている。

a ケスラー-ハリスの見解

前節では，WhiteのThe Civic Minimum，2003で展開されている「経済的シチズンシップ」の概

念，およびそのような概念が登場した背景を見てきた。ホワイトが言う「福祉の契約主義化」とい

う事態は，80年代以降，ほとんどの福祉国家の流れを的確に言い表したものであるが，アリス・ケ

スラー-ハリスが言うように，このような傾向は，アメリカでは，すでに早くから根付いていた事

態である。ケスラー-ハリスは，アメリカは｢市場の力によって，社会的シチズンシップとそれ以外

のシチズンシップとの間に深い溝がある，もっとも際立った事例である」（Kessler-Harris 2003: 159）

と述べている。ケスラー -ハリスの論文，｢経済的シチズンシップを求めて（“In Pursuit of

Economic Citizenship”）｣（12）は，以下に見るように，｢経済的シチズンシップ｣という｢新しいカテ

ゴリー｣（Ibid.: 158）（13）を提起することによって，雇用と家族のバランスを実現し，そのことによ

ってジェンダー平等を実現しようというものである。

①「経済的シチズンシップ」概念

ケスラー-ハリスはまず，アメリカにおけるウェルフェア・マザーが置かれた状態を表す次の文

章を掲げている。長文であるが引用することにしよう。

「1967年秋，アメリカ合衆国議会は小さな子どもたちのために福祉給付を受けている母親たち

に賃金労働を要求するという法案を可決させた。その法案は激しい論議を呼び起こし，上院のヒ

アリングとそれに続く議論は，自らの抱えた問題を嘆願しようとする，支持者と反対者の代表者

たちを首都に引き寄せた。彼らのなかには，ニューヨークから来た母親たちの集団がおり，彼女

らは，法案を作成した議会の委員会に対して，まだ小さな子どもたちを抱えており家庭にとどま

ることができるようにしてほしいという請願のためにやってきた。その要求が議会の議題に上ら

なかったことから，母親たちは、聴聞室の内外で，抗議行動をとった。小委員会の議長の上院議

員，ラッセル B. ロングは，『終日，委員会の部屋に座り込み，帰宅することを拒否した母親たち

によって，委員会の部屋が占拠されたこと』に腹を立て，ウェルフェア・マザーを『雌馬ども』，
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『屑ども』呼ばわりして，腹立たしげに対応した。彼女たちの主張によれば，ロングは，母親た

ちが議会に請願する権利をあらあらしく捨て去って，次のように言った。『議会の仕事を邪魔す

る時間があるのなら，家の前のビール缶を拾い集める時間を見つけることができるのに，どうし

てそうしないのか』と」（Kessler-Harris 2003: 157）（14）。

この文章からわかるのは，アメリカ社会における，個人の「市民的シチズンシップ」および「政

治的シチズンシップ」と「社会的シチズンシップ」とのあいだの根強い「緊張関係」である。ウェ

ルフェア・マザーは，福祉給付という「社会的権利」を求めるならば，「自己の選択した職業につ

く権利」（Marshall 1977: 82）という「基本的な市民的権利」（ibid.）も，それを要求する「政治的

権利」も保障されない，というのである。「現代社会では，市場が，家族生活の場所すべてに入り

込んでいる。社会的権利はますます傷つきやすくなり，政治的発言を行うことは社会的シチズンシ

ップと対立するようになる」（ibid.: 158）。ケスラー-ハリスは，シチズンシップの概念が，このよ

うに規範的にジェンダー化されているのならば，ここに新しい「追加的カテゴリー」が必要になる。

その概念は，子どもや，高齢者や親族やパートナーにたいする「ケアする気持ち（care-giving

interests）」と「市場的自己利害（market-driven self-interest）」を調和させ，「平等で公正な社会を

達成できるような概念」（Kessler-Harris 2003: 158）でなければならない。それが「経済的シチズン

シップ」（ibid.）と呼ばれる。

ケスラー‐ハリスによる「経済的シチズンシップ」概念は，T.H.マーシャルの「シチズンシップ」

概念の「上位」概念としてではなくて，それらを「補足」するものとして位置づけられている。端

的に言えば，「社会的・経済的自律性と独立性」（ibid.159）を達成する概念である。そこでは文字

通り，経済的領域における｢シチズンシップ｣が問題とされており，マーシャルの「市民的シチズン

シップ」における「労働する権利」と「経済的自由」を指すものと言われる。具体的内容は次のよ

うになる。「自らの選んだ職業に就く権利（この労働は子育てや家事も含む），自分と家族を養うの

にふさわしい賃金を獲得する権利，非－差別的な労働市場に対する権利，労働市場に入るのに必要

な教育と訓練を受ける権利，労働力参加を維持しサポートするのに必要な社会的給付，効率的な選

択（effective choice）をするのに必要な社会的環境（それらには快適な住居，安全な道路，アクセ

ス可能な公共交通，普遍的ヘルスケアなどが含まれる）」（ibid.: 159）。

②　「市民的権利」と「社会的権利」の分断

それでは，このような「社会的権利」と「市民的権利」（そして「政治的権利」）の分断は何にも

とづくのか。ここでは二つの理由を読み取ることができる。一つは，ケスラー‐ハリスがアメリカ

の女性労働史研究をとおして作り上げた「ジェンダー化されたイマジネーション（gendered

imagination）」という概念による。例えば，この考え方によれば，1915年に最高裁判所で決定され

た，「労働の権利」は「米国憲法第14条修正条項」の平等保護規定の真髄であるという画期的な決

定によって，「ジェンダー化されたイマジネーション」が作り上げられ，現在においてもなお，ア

メリカの「ジェンダー化された秩序」の根底にあることになる。1915年，ロバート・ワグナーは，
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「労働の権利は生きる権利を譲渡することができないのと同じように・・・それは決して脅かされ

てはいけないし，剥奪されてはいけない」（ibid.: 162）と｢市民的権利｣を高らかに宣言したが，

「女性の自由」については，｢家族の健康を脅かさない場合という限定｣（ibid.）がついた考え方に

したがっている。ここでは自由の概念が男女間で異なっている。20世紀初頭の労働保護立法も男女

間に｢異なる社会的権利｣（ibid.: 164）を付与しており，女性は「民族の母」（ibid.）である限りに

おいて，その対象となっている。このような「ジェンダー秩序」は，賃金労働者の約48%が女性と

なり，共稼ぎ家庭の約20％は女性の収入が男性のそれを上回っているという現代のアメリカにおい

てもなお，存在しているとされる。そこでは，男女間の分断にくわえて，女性間にも分断が生み出

されている（ibid.: 167）。

もう一つの理由としてあげられるのは，アメリカにおいては，社会保障が厳然と労働と結び付け

られていることである。ここでは政府による介入が原則として禁止される。シュクラーが言うよう

に，われわれは「稼ぎを止めたとたんに・・・コミュニティの一員の資格を失う」。「働く権利」が

ある場合にのみ「市民」である（Shklar 1991: 98-99）。年金や，失業保険，医療保険などの「市民

の普遍的エンタイトルメント」が「労働証明」に付与されることになる（ibid.: 166）。ただし「労

働」に「福祉」を与えるという，Work/Welfareの考え方自体は，もちろんアメリカだけのことでは

なく，戦後福祉国家の｢男性稼ぎ主モデル（male breadwinner model）」の根拠となっている。これ

は｢福祉国家の発展の中心問題が資本と労働の階級問題｣（Lewis 2003: 177）にあり，したがって，

｢社会保障は労働契約のなかに記述されている」（ibid.）ことを考えれば，当然のことではある。

けれども，ここでの関心からすれば，アメリカの事例は，生活全般の市場主義化によって，労働

する権利をとおした福祉，したがって男性中心の福祉体系が，国家の介入なしに実現することにな

っており，他方，ケア提供者としての女性には国家の「庇護」が与えられることである。したがっ

て，女性に対する「社会的シチズンシップ」が拡充される場合であっても，たとえば，寡婦が夫の

労働記録にもとづいて年金を受け取る場合には再婚が禁止されたり，福祉を受給しているシング

ル・マザーは，その見返りに労働を強制されたりという事態が生じる。また女性の社会進出が進む

ことによって，労働市場は社会的権利と市民的権利の分断が衝突する場となる。つまり，雇用中心

に位置づけられた男性と，本来，ケア提供者として位置づけられた女性によって，労働市場が分断

化されるとともに，家庭ではバランスのとれた生活をおこなう可能性が制限されてくる。これは，

「ワーク・ライフ・バランス」とシチズンシップの関係を言い表わしている。

③「市民的権利」と「社会的権利」の統一―「ワーク・ライフ・バランス」の論理

これまで見てきたように，アメリカの事例は，市場主義あるいは生活の市場化によって，「市民

的権利」としての「労働の権利」，すなわち「自らの選択した職業に就く権利」と「社会的権利」

が分断化された，先鋭な事例としてとりあげられていた。そこでは，雇用とケアが分断化されてい

る。家族形態と労働のあり方が急速に変化しつつあるなか，「成人稼ぎ手モデル（adult worker

model）」が先進的に普及し，共稼ぎ世帯が多数を占めるアメリカにおいてはより際立ったかたち

で，労働市場と生活の場が分断され，バランスを欠いたものとなっている。

ケスラー-ハリスは，そこで，「経済的シチズンシップ」概念による両者の統一を試みる。それは，

「市民的シチズンシップ」の概念における仕事に対する権利としての「経済的自由」を意味するが，
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それと同時に，「社会的シチズンシップ」の概念から「経済的保障」をとりだし，両者を「人間的

尊厳（human dignity）の基本的尺度」（Kessler-Harris 2003: 168）とする。ここで，ケスラー-ハリ

スの「ワーク・ライフ・バランス」に関する見解をまとめれば，以下のようになる。

第一に，ここでの「経済的シチズンシップ」概念は雇用中心的である。ケスラー-ハリスによれ

ば「ほとんどの国，ほとんどの歴史的時間に，社会的シチズンシップの基本的権利は，労働に対す

る支払いの形態をとっている」。したがって，まず「全ての者を賃金労働に結び付けること」

（ibid.: 168）が最初に指摘される。これはすでに，Hobson（1990）やOrloff（1993）による，ジェ

ンダー平等のためにはまず「独立した家計を営む能力」を獲得することが重要であるという指摘に

つらなる。だがケスラー-ハリスの理論的な独自性は，「市民的シチズンシップ」の観点から，「家

計をいかに営むかを選択する能力」を提起し，それをマーシャルのシチズンシップ概念に対置した

点にある。

またこのような，雇用重視の「経済的シチズンシップ」概念は，「１」で考察した，ホワイトの

「経済的シチズンシップ」概念とは異なる意味合いをもっている。前述のように，両者ともに，現

代の福祉国家において，マーシャルが「シチズンシップと社会階級」で展開したように，シチズン

シップ概念が，実際には，不平等を克服できず，それを再生産しているのではないかという共通の

問題意識から出発している。だが，ホワイトが労働重視のシチズンシップ概念を超克することを主

張するのにたいして（実際，ホワイトは，労働（有償労働）から切り離された所得保障，「ベーシ

ック・インカム」論に向かう），ケスラー-ハリスは，「労働する権利」をジェンダー秩序の克服に

結び付けようとする。

第二は，第一の論点から必然的に出てくるのであるが，｢市場｣の力を認めることである。ケスラ

ー-ハリスは｢一方で市場の影響を緩めながらも，市場の力を認める｣（Kessler-Harris 2003: 168），

と述べている。ここには，当然，ケア労働の市場化が含まれることになる。ケスラー-ハリスは，

「経済的シチズンシップ」概念によって，｢ケアに経済的権利を付加しつつ，ケアの規範的重要性を

高めながら，ケアする権利を，より大きな経済的構造のなかで記述する言葉を提供する」（ibid.:

169）と述べている。また，市場化が商品化に結びつくことの危険性を指摘する議論に対しては，

すでにスウェーデンで実行に移されている事例をあげながら，｢政府の政策」による「個人ベース

の所得控除，・・・個人的記録にもとづく社会給付，両親への住宅ローン，・・・両親相互による

出産や育児のコストのシェア，子供の医療，経済的・社会的福祉の負担のシェア，雇用，教育，政

治的参加の領域における差別的なジェンダー的保護の解消」（ibid.）などをあげている。

第三に，上述のように，「経済的シチズンシップ」によって各人が雇用に結び付けられるように

なったあとは，｢政府の政策」による介入を積極的に推進する。けれども一方，ジェンダー的秩序

（そして「ジェンダー的イマジネーション」）がある場合には，国家の介入（労働保護立法や社会的

シチズンシップの拡充）は，妻として母としての女性に対しては，かえって「政治的アクセスと市

民的権利を阻害」（ibid.）することもあると述べている。これは，例えば，女性が（男性が取得し

そうにない）育児休暇をとったことによって職場復帰後の仕事を失う事態などを指している。だが，

ルイス（Lewis 2003）も述べているように，この論点は，家族政策（男性の育児参加の政策など）

が欠如しているアメリカと，たとえばそれが同時に進むEUなどでは，位置づけが異なってくると
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思われる。

第四は，「目標」としての「経済的シチズンシップ」の達成のためには，「ファミリー・フレンド

リーな労働市場政策」が必要である，とされる。具体的には「パート・タイム労働への社会保障，

コミュニティチャイルド・ケア，短時間労働への完全な支払い，有償の出産休暇や両親休暇など。」

（ibid.）。また，ジェンダー包括的なケアの権利としては，「所得控除，休暇中の母親の非労働期間

に対する年金積み立て，包括的な児童手当，子供たちへの普遍的なヘルス・ケア」（ibid.: 171）な

どがあげられる。

s コメント

上記にみられるような，ケスラー-ハリスの見解について，そこで提起された論点にそって，筆者

の考えを述べることにしよう。

第一に経済的シチズンシップについて。この新しい概念がジェンダー視点から提起されるように

なったのは最近のことである。従来の福祉国家と女性のシチズンシップの関係に関するジェンダー

視点からの議論は，エスピン-アンデルセンの「脱商品化（decommodification）」に対する批判に

よって進展した。「脱商品化」とは，諸個人あるいは諸家族が，市場の参加から独立に社会的に受

容可能な生活水準を維持しうる程度のことであり，エスピン-アンデルセンは，老齢年金，失業保

険，疾病保険などの制度を対象に各国の脱商品化の程度を数値化した。それに対して，ジェンダー

視点からは，｢脱商品化｣は，すでに労働力が商品化された状態から出発した考え方であり，男性労

働者を前提にしている。家庭でケア労働を担当している女性は，市場労働から排除されているか，

二流労働者として不利に扱われているという批判をおこなった。したがって，そこからは，一方で，

社会政策（ケアサービス，ケアに対するキャッシュ，ケアに対する社会的サポート等）による女性

の「社会的シチズンシップ」を求める見解と，他方で，女性の市場労働ヘのアクセスを求める見解

が登場した。

それに対して，女性の「社会的・経済的自律性と独立性」を強調する「経済的シチズンシップ」

概念は，理論的には，T.H.マーシャルの｢市民的シチズンシップ｣を補足する概念とされる。ここで

理論的にも実践的にも問題になると考えられるのは，ひとつは，この「経済的シチズンシップ」概

念によれば，福祉国家の社会政策をとおして，女性が「社会的シチズンシップ」を高めてきたとい

う歴史的観点が見失われることである。ケスラー-ハリスも述べているのだが，福祉国家は本来，

WorkにWelfareを付与することによって「男性稼ぎ主モデル（male bread-winner model）」の形を

作りあげてきたのであって（そしてそのモデルのもとで，妻や子どもに福祉が与えられてきた）。

それに対して，家庭内における無償のケア労働の社会的意義を主張してきたのが，「脱商品化」批

判以後のジェンダー研究の成果であったと思われる。もう一つは，ケスラー-ハリスもまた，「目標」

は，ケアと雇用のバランスと述べている。だが，ケアも含めて，すべての労働を賃労働という枠組

みにおくことによって，家庭内における無償のケア労働の社会的意味を認識できるであろうか。ま

た実際には，労働市場に出ることができないシングル・マザーの労働や，ケア労働のなかには市場

化できない労働があることが，ケスラー-ハリスの枠組みでは抜け落ちてしまうのではないだろう

か。
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第二に，「ワーク・ライフ・バランス」とジェンダー平等について。ケスラー-ハリスは一方で，

「市場の影響を弱めながらも，市場の力を認める」とし，他方で，ジェンダー的規範がある場合に

は，労働保護や国家による家族政策が女性にとって差別的に働く場合があると述べている。そこか

ら，必然的に，雇用へのアクセスを全ての者に認めることがジェンダー平等と，男女間の「ワー

ク・ライフ・バランス」に結びつくことになる。だが，ここでも第一の論点と重なるのであるが，

果たして，有償の賃労働だけが社会的意味を持つのか。ホワイトが言うように，｢福祉の契約主義

化｣（White 2003: 15）（これはアメリカに典型的である）のもとでは「ケア労働のような他の形態

の社会的貢献の無視｣（ibid.）につながることになる。70年代，80年代をへて，フェミニストたち

は無償の家事労働を発見し，そして90年代にケアの意味を問い始めた。（15）「ワーク・ライフ・バラ

ンス」がジェンダー平等に結びつくためには，まずケア労働の社会的意味を明確にした上で，家族

政策と雇用政策のバランスを説くことが必要であろう。

３　「時間政策」の視点－ドイツにおける家族政策の事例（16）

ドイツは基本法によって｢社会国家｣としての性格規定を与えられ，自国を「民主的かつ社会的連

邦国家｣（第20条），｢共和制的，民主的および社会的法治国家｣（第20条）と呼んでおり，その内実

として社会保障制度が不可欠なものとして組み込まれてきた。また婚姻および家族は基本法第６条

第１項によって「国家秩序の特別の保護を受ける」ことが定められ，様々な給付や税制上の優遇措

置が与えられてきた。いわば，制度化された家族主義である。そのドイツで，ここ数年，ナチス時

代の優生政策の記憶からタブーであった人口政策をも視野にいれた「パラダイム転換」とも呼ばれ

る家族政策が相次いで出されている。

以下，2007年１月より導入された「親手当（Elterngeld）」を中心とする，ドイツにおける家族政

策の転換を見ることにしよう。ここでは「社会的ケア」の位置づけによって，制度変化が起こる一

つの事例を見ることができるであろう。

a 家族政策の｢パラダイム転換｣－｢時間政策｣

ドイツの連邦家族省のウルズラ・フォン・デア・ライエン連邦家族相は，2006年４月26日付，フ

ランクフルター・アルゲマイネ・ツァイトゥンクで『第７次家族報告書』で「もっとも魅力的なメ

ッセージは時間政策（Zeitpolitik）である」と述べている。ドイツの｢読者にとってはじめて耳にす

る時間政策｣（2006 : 213）の三つの柱は｢親手当（Elterngeld）」，「インフラストラクチャー

（Kinderbetreuung etc.）」そして「家族の回りによりよい時間を創出すること（besserer Zeit-

gestaltung rund um die Familie）」である。この政策は，すでに第２次シュレーダー政権下，連邦家

12 大原社会問題研究所雑誌　No.594／2008.5

¡5 Himmelweit（1995），竹中（2001），久場（2002）を参照。

¡6 本章の内容は，原（2007: 376-382）の一部を要約したものであるが，そこではさらに，ドイツにおける家

族政策の転換と，それに対する企業の対応を，ロバート・ボッシュ財団の報告書，Unternehmen Familie，

2006の分析をとおして描くことに主眼がある。
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族相レナーテ・シュミットの主導のもと，｢ドイツを家族に優しい社会へと変える」ことを目標と

して，連邦レベル，さらに地域レベルにおいて，企業を含むさまざまな主体によるキャンペーン，

取り組みがおこなわれてきたものである。

s 『第７次家族報告書』の三つの柱

①　親手当

a．これまでの育児手当・親時間制度

これまでドイツでは，育児手当は，専業主婦を含め育児のために就業を抑制する親にたいして支

給されてきた。手当は，定額で月額300ユーロ（約４万７千円）を最長２年間支給される（１年間

に集中して支給可能。この場合，月額450ユーロ（約７万１千円））。1986年の導入当初は６ヶ月ま

では所得制限がなかったが，1994年より所得制限がおこなわれており，改正のたびに限度額が引き

下げられている。2004年度以降，夫婦で育児手当を受給できる所得限度額は３万ユーロ（約471万

９千円）。７ヶ月からはさらに低く設定されている。2004年度以降，夫婦で年間16,500ユーロ（約

259万５千円）を超えると，超過支給額に応じて支給額が減額となる。その結果，受給者数は2003

年度の65万人から43万人に減少し，そのうち，約６万人は最初の６ヶ月のみ受給，７ヶ月目以降の

全額受給者は25万人，約８万４千人は減額された上，減額者のうち２万９千人は，月額100ユーロ

（約１万６千円）未満である。したがってこれは事実上，低所得の家庭支援となっていた。さらに

出産・子育て期の家族にとっては効果的な所得保障となっていなかった，といわれている（齋藤

2007: 55-6）。

ｂ．親手当制度

1986年に制定された「育児手当法及び育児休暇法（連邦育児手当法）」は数度の改正を経て，

2007年１月１日からは従来の定額制の「育児手当（Erziehungsgeld）」を支給する制度から，子の

出生前の所得の67％（最高1800ユーロ）を保障する所得比例方式の「親手当（Elterngeld）」に大き

く転換した。「親手当制度」はスウェーデンモデルを参考にしており，その基本的性格は失業手当

などと同様に｢所得代替給付｣にあるが，一方，低所得者への優遇などの社会的給付の性格も備えて

いる。14ヶ月の受給期間のうち，一方が受給できる期間は12ヶ月（１人親の場合は14ヶ月），２ヶ

月は「パパ・クォーター」として想定されており，父親や１人親も育児のための休業が可能になっ

た。それは両親の選択可能性と「形成の自由（Gestaltungsfreiheit）」を拡大するといわれている。

この｢形成の自由｣は，「フランス法にいう『意思自治（autonomie de la volonté）』に相当する言葉」

（齋藤　2006: 170）である。

ところでここで述べられている｢形成の自由｣は，男性が育児休業する自由を含む｢両親の選択可

能性｣の自由を意味している。｢親手当｣をめぐる論争の主要な争点のひとつは，この｢選択の自由概

念｣についてである。例えば，前述のように，カトリック家族連盟の雑誌である『家族の声』2006

年第53号（Stimme der Familie, 53-Jahrgang, Heft1-2/2006）では，エリザベス・ブスマン会長が，

新しい家族政策にたいして，家庭にとどまることの自由が保障されないと批判するとともに，育児

手当と親手当の選択を可能にするよう要求している（ebd: 214, 齋藤も参照のこと）。

②　保育施設の拡充
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連邦法では，1996年１月から３歳以上，就学前の児童については保育所への入所申請権を保障す

る規定が導入された。その結果，状況は大きく改善され，1998年末には全国平均で９割の供給が達

成されたといわれている。けれども３歳未満児については，2002年時点で，保育所定員が19万人で

ある。これは対象年齢全児童の９％の充足率にとどまっている。地域別では旧東ドイツ地区では

37％，旧西ドイツ地区では2.7％である。一方，就学児童保育の充足率も6.5歳から11歳までの同年

代の児童の９％にすぎない。

このような状況のもと，フォン・デア・ライエン連邦家族相は，｢ワーク・ライフ・バランス｣と

男女平等を実現するというキャンペーンと｢保育所サミット｣を開催し，2013年までに50万人分の保

育施設（保育ママを含む）を増設することにより，１歳児および２歳児の約35％が専門の保育者に

よる保育を受けられるようにするという提案をおこなっている（齋藤 2005, 2007, 須田 2006）。

③　家族によりよい時間を

すでに第２次シュレーダー政権下，｢ドイツを家族に優しい国家に作り変える｣という目標がとら

れていた。連邦レベルでは，2003年半ばより家族と仕事のバランスの改善を追求するための｢家族

のための地域同盟｣（州および基礎的自治体政府，企業，各種団体，協会，福祉団体，両親の自発

的組織からなる）というイニシアティブがはじめられた。また2005年に大連立政権が成立してから

は，世代間の結束を強める｢多世代の家プロジェクト｣が進められている。

d ｢時間政策｣

｢時間政策｣という言葉は，いわゆる｢ワーク・ライフ・バランス｣政策と同一であるが，他方，わ

れわれの生活の基本である｢時間｣を政策的に問題化する点，その理念に質的転換の意味があると考

えられる。ウルリヒ・ミュッケンベルガーが言うように，ここに今日の社会政策の意味があるので

あって，｢家族政策やワーク・ライフ・バランスのような私的なことがらも，時間政策がなければ

遂行できないし調整できない｣（Mückenberger 2006: 213），｢時間政策は日々活動する個人の能力以

上のものを意味している。それは公共的・経済的・政治的時間構造と諸個人・家族・グループの諸

要素の持続的統一を必要とする｣（ebenda.: 214）のである。

＊｢親手当（Elterngeld）2007｣（2007年1月―12月）の受給状況に関する統計資料が2008年３月に

ドイツ連邦統計局から公表された。図１に見られるように，全申請件数（571, 411）の約10.5％が

男性（60, 012）であり，また高額所得層の男性による申請もかなりの数に上っている（1800マルク

以上が12％，1000マルク以上は全体の44.6％）。また受給期間は，２ヶ月（「パパ・クォーター」分）

が約60％と多数を占めているが，12ヶ月受給者も，約18％となっている。「親手当」導入前，男性

による「育児手当」の取得率が約５％（17）だったことを考えれば，ドイツ福祉国家は「スウェーデ

ンモデル」への転換を歩み始めたようである。

14 大原社会問題研究所雑誌　No.594／2008.5
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では，「1800ユーロ以上」となっている。
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おわりに―　｢ワーク・ライフ・バランス｣の論理とは何か

以上，本稿では，福祉国家の「縮減（retrenchment）」過程の特徴は「福祉の契約主義化」であ

るということ，それを背景として｢経済的シチズンシップ｣概念が提唱されてきたこと（「１」），ま

た女性のシチズンシップを，｢市民的シチズンシップ｣における｢労働する権利｣に求める，新たな

｢経済的シチズンシップ｣の議論が登場していること（「２」），ドイツでは｢時間政策｣の導入によっ

て家族政策の｢転換｣に向けた新たな動きがあること（｢３」）をみてきた。最後に，｢ワーク・ライ

フ・バランス｣との関わりで，本稿の内容をまとめよう。

第一に，「経済的シチズンシップ」概念が「福祉の契約主義化」を背景とした「経済格差」や貧

困現象を克服するものとして登場した。だがホワイトは「脱労働」によるCivic Minimumを，他方，

ケスラー-ハリスは，全ての者に「働くことの権利」を要求することによって，女性の｢社会的・経

済的自律｣を求めている。「経済的シチズンシップ」の概念自体は，マーシャルのシチズンシップ概

念を「補足」あるいは「追加」するという共通の問題関心から登場したものであるが，その使われ

方は課題に応じて多様である。ここでは，雇用とケアの「バランス」ある社会を求めるという「目

標」を込めて提起された，ケスラー-ハリスの「経済的シチズンシップ」概念について，その含意

15

図１　親手当（Elterngeld）2007

10  承認された申請の件数（2007年１月－12月）

受給者の性別・受給見込み額別・受給見込み月数別

総計

（出所）Statistic Bundesamt, Öffentliche Sozialleistungen: Statistik zam Elterngeld, Anträge von Januar bis Dezember 2007,

Wiesbaden 2008.
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について考えてみよう。おそらく，ルイスが言うように（Lewis 2003），「福祉の契約主義化」の内

容が各国で多様であるということが，この概念（ケスラー-ハリスの場合）の現実性を規定すると

考えられる。アメリカのように，政府による家族政策（ケアに関する政策）がほぼ期待できない場

合には，まず女性を賃労働化して，したがってケアの市場化によって，ジェンダー平等を実現する

という道があるだろう。だがヨーロッパに見られるように，同じ「契約主義」であっても，その中

に社会政策（｢社会的シチズンシップ」）を通じた家族政策が同時に含まれている場合には，ケアと

雇用の真のバランスを求めることが可能である。けれどもケスラー-ハリスの主張に見られるよう

に，まず｢働く権利｣，女性の労働の市場化を求める場合，女性のなかに分断化がうまれ，シング

ル・マザーなどの貧困に陥りやすい女性は労働市場において，とうてい｢自律｣を獲得できないので

はないか。ここでは，「経済的シチズンシップ」の中に，まず，ケアの社会的意味を概念化する必

要があると思われる。

第二は，｢ワーク・ライフ・バランス」をジェンダー平等に結びつけるには，理論的にも実践的

にも，家族（とそこでおこなわれる無償のケア労働）の意味を「概念化」することが重要な意味を

もつ。家族は労働力の再生産の場であり福祉の生産の場である。それは市場に身をさらされながら

も，自律性をもっている。制度としての家族は，生活水準を作り出す家族構造の維持への｢強い動

因｣（Humphries 1977: 244）をもっており，｢分配と社会的相互活動に関する個人的な非市場的方

法を求めようとする人々の願望によって形成されてきた｣（ibid., 251）。したがって家族そして労

働者階級は歴史的に見ても，｢労働供給にたいする管轄権とコントロールを行使する能力を高めて｣

（ibid.）きたという視点は重要ではないか。したがって，家族の多様化や女性の社会進出が進み，

ケアが不足する事態が生じたならば，社会的ケアという観点で，ケアを作り出す制度が必要になっ

てくるであろう。

第三は，｢ワーク・ライフ・バランス｣の射程に，時間政策と，ケアを中心としたケア供給レジー

ムの視点をおくことである。これは，ドイツの事例にも見られるように，一方で，伝統的経済学に

おける｢有償労働｣と｢レジャー｣という二分法から，｢有償労働｣，｢ケア労働｣，｢レジャー｣という三

分法への転換を展望するものである。実際に，オランダにおける｢生涯労働時間貯蓄口座｣などは，

その実例である。そして，他方で，｢発見的カテゴリー｣（Daly and Lewis 1998:６）としての｢社会

的ケア｣（ibid.）という概念を導くことができる。「社会的ケア」とは，ケアを「構造化された社

会的現象」（ibid. , 7）としてとらえる考え方であり，そこでは，ケアの担い手は「行為主体

（agency）」（ibid.）となる。そこからつまり，ケアの担い手（主体）が誰であるか（女性の仕事か，

あるいは男女がともに関わるか）によって，福祉国家（制度）の形がかわるという動態的視点であ

る。 （はら・のぶこ　法政大学経済学部教授）
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